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山梨県民信用組合 

  

 

 

山梨県による「中小企業等価格転嫁促進事業」の受託について  

 

 

 山梨県民信用組合（理事長 井垣 繁人）は、山梨県から、豊かさ共創スリーアップ実践企業

※1 のメニュー拡充の一環として実施する「中小企業等価格転嫁促進事業」につきまして、株式

会社山梨中央銀行を介して受託しました。 

本事業は、やまなし地域金融ネットワーク※2、商工会議所、商工会連合会、各商工会、株式会

社フォーバルを支援機関として取り組みます。 

 

※1 従業員の成長、生産性向上と働きやすさ、賃金アップに取り組む企業として山梨県が認証

した企業。 

※2 当組合、株式会社山梨中央銀行、甲府信用金庫、山梨信用金庫、都留信用組合による、地

域金融力強化に向けた連携協定の名称。 

 

記 

 １．本事業の概要 

事業名称 中小企業等価格転嫁促進事業 

対 象 者 豊かさ共創スリーアップ実践企業（または見込まれる企業） 

事業期間 2026 年 9 月 10 日（木）～2027 年 3 月 31 日（水） 

支援内容 

・本事業の周知 

・本事業のセミナー開催 

・原価計算ツールの活用支援 

・価格転嫁交渉資料の作成支援 

支援機関 

山梨県民信用組合、株式会社山梨中央銀行、甲府信用金庫、山梨信用金庫、

都留信用組合、甲府商工会議所、富士吉田商工会議所、 

山梨県商工会連合会、各商工会、株式会社フォーバル 
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